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確定給付企業年金法施行規則の一部
を改正する省令の公布に伴う通知等の
発出について 

平成29年11月10日 No.450 

 №449でご案内しました、確定給付企業年金のガバナンス見直し

に関する「確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令※1

の公布」に伴う通知等※2～※5が、11月8日に発出されました。 

 また、平成29年9月15日に行われました通知案等に関する意見募

集（パブリックコメント）結果※6も、同日公示されています。 

 主な内容として、資産規模100億円以上のDBは資産運用委員会を

設置すること、資産運用委員会の議事概要を代議員会へ報告およ

び加入者等に周知すること、オルタナティブ投資を行う場合は基

本方針に「目的や割合等」を定めること、などが必要となります。 

 さらに、総合型DB基金の選定代議員数については事業主の10分

の1（事業主数が500を超える場合は50）以上とすることが必要

となり、平成30年10月1日以降の基金の設立時又は代議員の任期

満了時の選定から適用となります。   
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※1  ・確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令 

  

【施行日】 平成30年4月1日 

※6  ・「確定給付企業年金制度について」等の改正案に関する御意見募集（パブリックコメント）に対して寄せら 
 れた御意見について 

※2  ・確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令の施行等に伴う「確定給付企業年金制度について」等の 
 一部改正について 

※3  ・確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令の施行等に伴う「確定給付企業年金の規約の承認及び 
 認可の基準等について」の一部改正について 

※4  ・確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令の施行等に伴う「確定給付企業年金規約例」の一部改正 
 について 

※5  ・「確定給付企業年金に係る資産運用関係者の役割及び責任に関するガイドライン」の見直し 

https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2017_132.pdf
https://safe.tr.mufg.jp/cgi-bin/houjin/jutaku/kgkaiin/login.cgi?file=nnews_2017_132.pdf
https://kanpou.npb.go.jp/20171108/20171108g00242/20171108g002420001f.html
http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170175&Mode=2
http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170175&Mode=2
http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170175&Mode=2
http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170175&Mode=2
http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170175&Mode=2
http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170175&Mode=2
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183839.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183839.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183839.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183839.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183680.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183680.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183680.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183680.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183681.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183681.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183681.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183681.pdf
http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495170175&Mode=2
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183798.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183798.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183798.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183798.pdf
http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12500000-Nenkinkyoku/0000183798.pdf
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項目 現行 通知等の概要 

資産運用 
委員会 

 年金運用責任者を補佐するため、
資産運用委員会を設置することが
望ましい（資産運用委員会につい
て設置義務なし） 

 資産規模が100億円以上である場合には資産
運用委員会を設置しなければならない（100億
円に満たない場合についても設置が望ましい） 

 資産運用委員会の議事については記録にとどめ
て保存するものとし、事業主等は加入者等に周
知しなければならない。また、理事長等は直近の
代議員会に報告しなければならない 

分散投資 

 資産の運用に当たっては、投資対
象の種類等について分散投資に努
めなければならない 

 ただし、分散投資を行わないことに
つき合理的理由がある場合は、こ
の限りではない 

 左記に加えて、分散投資を行わない場合は、当
該合理的理由を運用の基本方針に定めるととも
に、事業主は加入者に、理事長等にあっては加
入者及び事業主に周知しなければならない 

 特定の運用受託機関に過度に集中しないよう、
集中投資に関する方針を定めなければならない
（合理的な理由がある場合は、特定の運用受託
機関に資産の運用を委託できる旨定めることが
できるが信用リスク等に留意しなければならない） 

オルタナ
ティブ投資 

 規定なし 

 オルタナティブ投資を行う場合は、運用の基本
方針に「目的、位置付けとその割合、固有リスク
に関する留意事項」を定めなければならない 

 オルタナティブ投資に係る運用受託機関の選任
に当たっては、「組織体制、意思決定プロセス、
コンプライアンス体制、監査体制」等に留意しな
ければならない 

 運用受託機関に対し、運用戦略内容等（リター
ンの源泉、リスク、運用コスト等）について説明を
求め、その内容を確認しなければならない 

運用受託
機関の選
任・契約 
締結 

(選任の基準) 
 運用受託機関の得意とする運用方
法を考慮するとともに、運用実績に
関する定量評価だけでなく定性評
価を加えた総合評価をすることによ
り行うのが望ましい 

（定量評価の基準） 
 時価による収益率を基準とし、資産
種類ごとに適切な市場ベンチマー
クを設定すること、同様の運用を行
う他の運用受託機関の収益率との
相対比較を行う等、一般的に適正
と認められる合理的な基準により行
うものとする 

（定性評価の基準） 
 定性評価については、運用につい
ての基本的考え方、運用責任者及
び運用担当者の体制及び能力、調
査分析等運用支援の体制などを
総合的に考慮して行うものとする 

  
 （選任の基準） 

 責任ある機関投資家の諸原則（日本版スチュ
ワードシップ・コード）の受け入れやその取り組み
の状況、ESGに対する考え方を定性評価項目と
することを検討することが望ましい 

 運用受託機関が「内部統制の保証報告書」等の
保証業務の提供を受けていることを定性評価項
目とすることが望ましい 

  （定量評価の基準） 

 運用受託機関から提示を受ける収益率及びリス
クは、「グローバル投資パフォーマンス基準
（GIPS)」に馴染まない運用商品を除き、GIPSに
準拠し検証を受けたものなど一定の合理的な方
法に基づいて計算・管理されたものが望ましい 

 （定性評価の基準） 

 投資方針、組織及び人材、運用プロセス、事務
処理体制、リスク管理体制、コンプライアンス等
に留意しなければならない 

 １．原則、全てのDBが対象となる項目 

 今回発出された通知等の概要 
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 今回発出された通知等の概要（つづき） 
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項目 現行 通知等の概要 

運用受託機
関の管理 

 日本版スチュワードシップ・コード関連の
規定なし 

 日本版スチュワードシップ・コードを受け入れ
ている運用受託機関に、利益相反について
の明確な方針の策定と公表、目的を持った
対話の状況や議決権行使状況についての
報告等を求めることが望ましい 

 日本版スチュワードシップ・コードを受け入れ
ている場合は、その運用受託機関が行った
活動（議決権行使を含む）の実績について
報告を受けることが望ましい 

運用コンサ
ルタントの 
活用 

 運用の基本方針等の策定、運用受託
機関の選任・評価等に関し必要な場合
には運用コンサルタント等に分析・助言
を求めることが考えられる 

 なお、運用受託機関の選任・評価に関
する助言の契約を運用受託機関又は
運用受託機関と緊密な資本若しくは人
的関係にある機関と締結する場合、助
言の中立性・公平性の確保に十分留
意する必要がある 

 運用コンサルタント等は、金融商品取引法
上の投資助言・代理業を行う者として登録
を受けている者でなければならない 

 事業主等は、当該運用コンサルタント等の
運用機関との契約関係の有無を確認しな
ければならない 

  

代議員会・
加入者への
報告・周知
事項 

（加入者等への業務概況の周知内容） 

 毎事業年度に1回以上、管理運用業
務に関する規約並びに次の事項を周
知させなければならない 

 積立金の運用収益又は運用損失及び
資産の構成割合その他積立金の運用
の概況 

 運用の基本方針の概要等 

 

（加入者等への業務概況の周知内容） 

 左記に加えて、資産運用委員会を設置して
いる場合にはその議事の概要等 

 運用受託機関からのスチュワードシップ活
動報告について、加入者等への周知に含め
ることが望ましい 

 加入者の関心・理解を深めるため、必要に
応じて図表を用いる等加入者へわかりやす
く開示するための工夫を講ずることが望まし
い。積立水準について他の確定給付企業
年金との比較をすることなども考えられる 

 確定給付企業年金を実施する事業主は、
企業の退職金制度の全体像及びその中で
当該確定給付企業年金の位置づけを解説
することも考えられる 

 １．原則、全てのDBが対象となる項目（つづき） 
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 ３．総合型ＤＢ基金のみが対象となる項目 

項目 現状 通知等の概要 

代議員の 
定数 

 規定なし 

(代議員の定数） 
 選定代議員の数は、基金設立時の選定においては設立時、代
議員の任期満了時の選定においては満了時の事業主の数の
10分の1（事業主の数が500を超える場合は50）以上とする 

（注）今回の改正に伴って規約に定める代議員数の変更を行う 
   場合には、規約変更の届出が必要 

(除外規定） 

 基金の設立事業主の9割以上が所属する当該基金以外の組
織体であって、次のいずれにも該当するものが存在する場合は、
上記の定数規定は適用しない 

  ①当該組織体は、その構成員である事業主に対して基金への    
   加入を義務付け又は推奨することを決議等しており、その決 
     議等に基づく活動実績が確認できる 
  ②基金における方針決定の手続きに先立って、当該組織体は、 
     基金の運営方針（基金の実施及び解散、給付設計、掛金及 
   び資産運用に関する方針）を組織決定している 
  ③当該組織体は、基金の運営状況について定期的（四半期に1 
     回程度）に報告を受け、当該報告を踏まえて今後の対応を必 
     要に応じて検討するような体制が内部の委員会規定、定款等  
     に定められそれに沿った運営の事実が議事録等で確認できる 

代議員会 

 各実施事業所の事
業主及び加入者の
意思が適切に反映
されるように配慮す
ること 

 左記に加えて、選定代議員の選定の都度、すべての事業主に
より選定することとし、選定方法は、①事業主が他の事業主と
共同で選定代議員候補者を指名、  ②各事業主が独自の選
定代議員候補者を指名、のいずれかを基本とし、①②を希望
しない場合は、③事業主が選定行為を現役員・職員以外の第
三者（選定人）に委任できるものとする 

 今回発出れた通知等の概要（つづき） 

項目 現行 通知等の概要 

代議員の 
定数 

 規定なし 
 選定代議員3人（理事長、理事長代理、監
事）以上及び互選代議員3人（選定代議員
数と同数）以上が必要 

代議員会 
 互選代議員の選出手続きについて、あ
らかじめ規定を設けるなど民主的かつ
適正に行うこと 

 左記に加えて、選定代議員の選出手続きに
ついても、あらかじめ規定を設けるなど明確
化すること 

代議員会へ
の報告・周
知事項 

（基金における代議員会への報告内容例） 
 運用の基本方針及び運用ガイドライン 
 運用結果（時価による資産額、資産構
成、収益率、運用受託機関ごとの運用
実績等） 

 理事会における議事の状況 

（基金における代議員会への報告内容例） 
 左記に加えて、「運用受託機関の選任状
況・評価結果、運用受託機関のリスク管理
状況、運用受託機関から受け取ったスチュ
ワードシップ活動に関する報告、基金の管理
運用体制の状況、資産運用委員会におけ
る議事の状況その他の情報等」を追加 

 ２．基金型ＤＢが対象となる項目 


